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1. 評価方法 

仮設耐震構台については，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」に基づき，仮設耐震構台が上位クラス施設である原子炉建物，第１ベ

ントフィルタ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽遮蔽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納

槽に対して，波及的影響を及ぼさないことを確認する。 

その波及的影響の評価は，上位クラス施設の有する機能が保持されることを確認するた

めに，基準地震動Ｓｓを用いた地震応答解析を行い，施設の損傷，転倒及び落下等による

影響では，仮設耐震構台の構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を，構造物

間の相対変位による影響では，原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽，第１ベントフィ

ルタ格納槽遮蔽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽のうち，仮設耐震構台との離隔距離

が最小となる低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽を対象とし，衝突の有無を確認する。 

また，仮設耐震構台は，安全対策工事に伴い掘削した箇所のアクセスルートを確保する

ために設置していることから，Ⅵ-1-1-7-別添 1「可搬型重大事故等対処設備の保管場所及

びアクセスルート」に基づき，基準地震動Ｓｓによる地震動に対して耐震評価を実施し，

屋外アクセスルートに影響を及ぼさないことを確認する。 

なお，仮設耐震構台の周辺他で安全対策工事に伴う掘削を実施中であるため，本資料に

おいては，掘削後の状態を前提とする。 

 

2. 評価条件 

2.1 適用規格 

仮設耐震構台の耐震評価にあたっては，道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（日本

道路協会平成 24 年 3 月），コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会 

2002 年制定），コンクリ－ト標準示方書［設計編］（土木学会，2017 年制定）及び原

子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（社団法人 日本電気協会 電

気技術基準調査委員会）を適用するが，構造部材の曲げ・軸力系及びせん断破壊の許

容限界については，道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋編）（日本道路協会平成 24 年 3

月），道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（日本道路協会平成 24 年 3 月），コン

クリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年），及びコンクリート標

準示方書［ダムコンクリート編］（土木学会，2013 年）を適用する。 

表 2－1 に適用する規格，基準類を示す。 
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表 2－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 確認項目 

使用材料及

び材料定数 

道路橋示方書・同解説

（Ⅰ共通編）（日本道路

協会平成 24 年 3 月） 

鋼材の材料諸元（γ，Ｅ，ν）  

コンクリート標準示方

書［構造性能照査編］

（土木学会 2002 年制

定） 

鉄筋コンクリートの材料諸元

（γ，Ｅ，ν） 
 

コンクリ－ト標準示方

書［設計編］（土木学会，

2017 年制定） 

コンクリートの材料定数（材

料非線形解析によるせん断耐

力の算定） 

 

荷重及び荷

重の組み合

せ 

コンクリート標準示方

書［構造性能照査編］

（土木学会 2002 年制

定） 

永久荷重，偶発荷重等の適切

な組み合わせを検討 
 

許容限界 

道路橋示方書・同解説

（Ⅱ鋼橋編）（日本道路

協会平成 24 年 3 月） 主桁，受桁，水平材，斜材及び

支持杭に発生する応力（曲げ

軸力，せん断力）が許容限界を

超えないことを確認 

構造強度を有す

ること 
道路橋示方書・同解説

（Ⅴ耐震設計編）（日本

道路協会平成 24 年 3

月） 

コンクリート標準示方

書［構造性能照査編］

（土木学会，2002 年） 

構台（東側）に発生する応力

（曲げ軸力，せん断力）及び置

換コンクリート（西側）に発生

する応力（引張応力）が許容限

界を超えないことを確認 

構造強度を有す

ること 

コンクリート標準示方

書［ダムコンクリート

編］（土木学会，2013 年） 

置換コンクリート（西側）に発

生する応力（せん断力）が許容

限界を超えないことを確認 

構造強度を有す

ること 

地震応答解

析 

原子力発電所耐震設計

技術指針ＪＥＡＧ４６

０１ -1987（社団法人 

日本電気協会 電気技

術基準調査委員会） 

有限要素法による二次元モデ

ルを用いた時刻歴非線形解析 
 

 

  

5



3 

2.2 構造概要 

仮設耐震構台の平面規模は，南側長辺方向で約 65m，短辺方向で約 9m，北側長辺方向

で約 14m，短辺方向で約 11m であり，主桁，桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭によ

り構成され，主桁に締結された覆工板による床面を有する鉄骨構造物であり，十分な支

持性能を有する岩盤に設置されている。なお，支持杭の岩盤部への根入れについては，

プレボーリングを行い，根固めコンクリートを打設している。 

仮設耐震構台の位置図を図 2－1 に，評価対象断面位置図を図 2－2 に，概略断面図を

図 2－3 に，仮設耐震構台と各上位クラス施設との離隔距離を表 2－2 及び図 2－4 に，支

持杭の根入れ部の概要図を図 2－5 に示す。 

図 2－1（1） 仮設耐震構台 位置図 
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図 2－1（2） 仮設耐震構台 位置図 
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（単位：mm）  

図 2－2 仮設耐震構台 評価対象断面位置図 
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（単位：mm） 

ＭＭＲ：マンメイドロック 

（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

上部工詳細（Ａ－Ａ断面 ①部） 

下部工詳細（Ａ－Ａ断面 ②部） 

図 2－3（1） 仮設耐震構台 概略断面図 
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（単位：mm） 

（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

上部工詳細（Ｂ－Ｂ断面 ③部） 

下部工詳細（Ｂ－Ｂ断面 ④部） 

図 2－3（2） 仮設耐震構台 概略断面図 
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（単位：mm）  

（断面図） 

 

  

（単位：mm）  

（正面図） 

橋台（東側）詳細（Ｂ－Ｂ断面 ⑤部） 

 

  

置換コンクリート（西側）詳細（Ｂ－Ｂ断面 ⑥部） 

図 2－3（3） 仮設耐震構台 概略断面図 
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（単位：mm） 

（Ｃ－Ｃ断面（東西方向）） 

上部工詳細（Ｃ－Ｃ断面 ⑦部） 

下部工詳細（Ｃ－Ｃ断面 ⑧部） 

図 2－3（4） 仮設耐震構台 概略断面図 
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（単位：mm） 

（Ｄ－Ｄ断面（南北方向）） 

上部工詳細（Ｄ－Ｄ断面 ⑨部） 

下部工詳細（Ｄ－Ｄ断面 ⑩部） 

図 2－3（5） 仮設耐震構台 概略断面図 

13



11 

表 2－2 仮設耐震構台と各上位クラス施設との離隔距離一覧 

離隔距離（mm） 

仮設耐震構台と原子炉建物 200 

仮設耐震構台と第１ベントフィルタ格納槽 95 

仮設耐震構台と第１ベントフィルタ格納槽遮蔽 95 

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 50 

図 2－4 仮設耐震構台と各上位クラス施設との離隔距離 

図 2－5 支持杭の根入れ部 概要図 

離隔距離：95mm 離隔距離：50mm

離隔距離：200mm

埋戻コンクリート

支持杭（□500×500×22）

プレボーリング（φ850）

コンクリート

支持杭（□500×500×22）

プレボーリング（φ850）

コンクリート

14
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2.3 評価対象断面の選定 

橋軸直交方向の評価にあたっては，Ａ－Ａ断面及びＣ－Ｃ断面のうち，地震時に仮

設耐震構台が変形した際に，上位クラス施設である低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

に衝突する可能性のあるＡ－Ａ断面を評価対象断面とする。なお，Ａ－Ａ断面を評価

対象断面とする妥当性確認結果を参考資料１に示す。 

橋軸方向の評価にあたっては，主桁のスパン長が 20ｍの区間（Ｂ－Ｂ断面）とＢ－

Ｂ断面側に対して主桁の縁が切れている 14m 区間（Ｄ－Ｄ断面）があり，スパン長が

長く，橋脚がより大きな荷重を分担する区間であるＢ－Ｂ断面を評価対象断面とす

る。 

なお，評価対象断面以外の断面（Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面）における影響確認結

果を参考資料２に，Ｃ－Ｃ断面における仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格

納槽との間の埋戻コンクリートの安定性確認結果を参考資料３に示す。 

評価対象地質断面図を図 2－5 に示す。 
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（岩級図） 

 

（速度層図） 

注：桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭は投影 

図 2－5（1） 仮設耐震構台 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 
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（岩級図） 

（速度層図） 

図 2－5（2） 仮設耐震構台 評価対象断面図（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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2.4 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 2－3 に，材料の物性値を表 2－4 に示す。 

 

表 2－3 使用材料 

材料 仕様 

仮設耐震構台 

主桁 

支点部 

H=1018,t=13 

上部 B=350,t=26 

下部 B=220,t=19 

一般部 

H=1595,t=13 

上部 B=350,t=26 

下部 B=350,t=19 

SM490Y 

対傾構 L75×75×6 SS400 

桁受 H900×300×16×28 SS400 

桁受補強材 
[250×90×11×14.5 

[300×90×12×16 
SS400 

受桁 H700×300×13×24 SS400 

受桁補強材 △300×300×25 SS400 

水平材 [150×75×6.5×10 SS400 

斜材 
L250×250×25 

L200×200×15 
SS400 

支持杭 □500×500×22 BCR295 

覆工板 1000×2000×208 SM490 

橋台（東側） 
コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

置換コンクリート（西側） 設計基準強度 18.0N/mm2 

 

表 2－4 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

仮

設 

耐

震 

構

台 

主桁，対傾構， 

桁受，桁受補強材， 

受桁，受桁補強材，

水平材，斜材， 

支持杭 

2.00×105 77.0 0.3 

覆工板 2.00×105 77.0 0.3 

橋台（東側） 2.50×104 24.0*1 0.2 

置換コンクリート（西側） 2.20×104 22.6*2 0.2 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 
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2.5 地盤物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している物

性値を用いる。地盤の物性値を表 2－5 及び表 2－6 に示す。 

表 2－5 地盤の解析用物性値（岩盤） 

注記＊：入力地震動の算定においてのみ用いる解析用物性値 

表 2－6 地盤の解析用物性値（埋戻土） 

解析用物性値 

物理特性 密度 ρｓ （g/cm3） 2.11 

強度特性 
初期せん断強度 τ 0 （N/mm2） 0.22 

内部摩擦角 φ （°） 22 

動的変形特性 
初期せん断弾性係数 Ｇ 0 （N/mm2） 

Ｇ 0=749σ 0.66（N/mm2） 

Ｇ/Ｇ 0=1/(1+γ/0.00027) 

動ポアソン比 νｄ 0.45* 

減衰特性 減衰定数 ｈ h=0.0958×(1-Ｇ/Ｇ 0)0.85 

注記＊：常時応力解析においては，土木学会マニュアル 2005 に基づき，静止土圧（Ｋ０＝

ν／(1－ν)＝0.5）を作用させるため，ν＝0.333 とする。 

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ(m/s) 

単位体積重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断弾性係数 

Ｇ（×105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

□1 層 250 800 20.6 0.446 1.31  3 

□2 層 900 2100 23.0 0.388 19.0   3 

□3 層 1600 3600 24.5 0.377 64.0   3 

□4 層 1950 4000 24.5 0.344 95.1   3 

□5 層 2000 4050 26.0 0.339 105.9   3 

□6 層 * 2350 4950 27.9 0.355 157.9   3 
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2.6 評価対象部位 

Ａ－Ａ断面（南北方向）の評価対象部位は，水平材，斜材及び支持杭とする。な

お，主桁，桁受及び受桁は，主桁間がスパン長の短い横構及び対傾構によりトラス構

造となっていること，及び受桁と桁受間がスパン長の短い斜材に支える鋼材によりト

ラス構造となっていることから，評価対象部位と比較し，十分に剛な構造とみなすこ

とができるため，評価対象部位としない。 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の評価対象部位は，主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭

とする。また，仮設耐震構台東側の橋台及び西側の置換コンクリートについても評価

対象とする。なお，桁受は，橋軸直交方向に連続して設置されており，橋軸方向断面

の面内の変形に対して十分に剛な構造とみなすことができるため，評価対象部位とし

ない。 

評価対象部位の選定の考え方については，参考資料４に示す。 

なお，土留め工（親杭）及びグラウンドアンカの評価については，補足-027-10-106

「土留め工(親杭）の耐震性についての計算書に関する補足説明資料」にて説明する。 

仮設耐震構台の評価対象部位とその仕様を表 2－7 に評価部位の位置図を図 2－6 に

示す。 

 

表 2－7（1） 評価対象部位とその仕様（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

部位 使用材料 

水平材 [150×75×6.5×10 SS400 

斜材 L250×250×25 SS400 

支持杭 □500×500×22 BCR295 

 

表 2－7（2） 評価対象部位とその仕様（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

部位 使用材料 

主桁 プレートガーダー SM490Y 

受桁 H700×300×13×24 SS400 

水平材 [150×75×6.5×10 SS400 

斜材 
L250×250×25 

L200×200×15 
SS400 

支持杭 □500×500×22 BCR295 

橋台（東側） 
コンクリート 設計基準強度 24.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

置換コンクリート（西側） コンクリート 設計基準強度 18.0N/mm2 
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（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

 

 

 

 

（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

 

図 2－6 評価対象部位 位置図 
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2.7 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。設

計地下水位の一覧を表 2－8 に示す。 

表 2－8 設計地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

仮設耐震構台 
Ａ－Ａ断面（南北方向） 

15.0 
Ｂ－Ｂ断面（東西方向） 
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2.8 耐震評価フロー 

仮設耐震構台の設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に対する波及的影響の評

価及びアクセスルートの耐震評価においては，基準地震動Ｓｓに対する評価を行う。 

波及的影響の評価にあたっては，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位

クラス施設の耐震評価方針」に基づき，地震応答解析による評価を行う。施設の損

傷，転倒及び落下等による影響では，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，構

造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。構造物間の相対変位による

影響では，橋軸方向よりも相対変位が大きくなる橋軸直交方向において，上位クラス

施設のうち，仮設耐震構台との離隔距離が最小となる低圧原子炉代替注水ポンプ格納

槽を対象とし，相対変位による評価を行うことで，衝突の有無の確認を行う。この相

対変位による評価では，仮設耐震構台の最大応答変位に加えて，Ⅵ-2-2-32「低圧原子

炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答計算書」に基づく最大応答変位を用いる。 

また，アクセスルートの耐震評価にあたっては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

を参考に，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

仮設耐震構台の評価フローを図 2－7 に示す。 
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図 2－7 仮設耐震構台の評価フロー 

  

評価開始

評価方針

評価対象断面の設定

解析手法の設定

解析モデル及び諸元の設定

地震応答解析
（２次元ＦＥＭ解析）

基準地震動Ｓｓ

荷重及び荷重の組合せの設定

常時応力解析入力地震動の算定

許容限界の設定

構造物間の相対変位評価＊

評価終了

構造部材の健全性評価

添付書類
Ⅵ-2-2-32「低圧原子炉代替注水ポンプ

格納槽の地震応答計算書」

基礎地盤の支持性能評価

注記＊：波及的影響の評価においてのみ実施する。
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3. 地震応答解析

3.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法により，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間

積分の時刻歴応答解析により行うこととする。 

仮設耐震構台周辺の地下水位は支持杭下端より高いが仮設耐震構台周辺に地下水位

以深の液状化対象層が存在しないため「全応力解析」を選定する。 

構造部材のうち評価対象部位については，線形はり要素によりモデル化する。評価対

象部位以外については，剛はり要素によりモデル化する。また，地盤については，平面

ひずみ要素でモデル化することとし，岩盤は線形でモデル化する。埋戻土については，

地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるよう多重せん断ばねを用いることとし，ばね特

性は双曲線モデル（修正 GHE モデル）を用いて非線形性を考慮する。なお，置換コンク

リート，ＭＭＲ及び埋戻コンクリートについては線形の平面ひずみ要素でモデル化する。

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

地震応答解析手法の選定フローを図 3－1 に示す。 
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図 3－1 地震応答解析手法の選定フロー 

  

【解析手法①】 

【構造モデル】 

ＳＴＡＲＴ 

質点系解析 ２次元有限要素解析 

【解析手法②】 

線形解析 等価線形解析 

はり要素 
（線形モデル） 

【地盤モデル】 

双曲線モデル 
（修正 GHE モデル，H-D モデル） 

指数関数モデル 
（修正 R-O モデル） 

非線形解析 

はり要素 
（Ｍ－φモデル） 

はり要素 
（ファイバーモデル） 

〇屋外重要土木構造物と地盤の動的 

 相互作用を考慮できる連成系の 

 地震応答解析手法を用いること 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地震応答解析手法は，線形，等価 

 線形，非線形のいずれかによること 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地盤の地震時における非線形性を 

 考慮する 

〇線形はり要素でモデル化する 

〇地盤の応力－ひずみ関係を 

 モデル化する 
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3.2 地震応答解析モデルの設定 

3.2.1 解析モデル領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を

及ぼさないよう，十分広い領域とする。ＪＥＡＧ４６０１-1987 を参考に，図 3－

2 に示すとおりモデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，モデル高さを構造物基礎幅の

1.5 倍～2 倍以上とする。 

なお，解析モデルの境界条件は，側面及び底面ともに粘性境界とする。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波

長の 5 分の 1 程度を考慮し，細分割して設定する。 

構造物の要素分割については，土木学会マニュアルに従い，要素長さを部材の

断面厚さ又は有効高さの 2.0 倍以下とし，1.0 倍程度まで細分して設定する。 

 

 

 

 

図 3－2 モデル化範囲の考え方 

  

評価対象構造物 

基礎幅の 1.5～2 倍以上 
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3.2.2 境界条件 

(1) 固有値解析時

固有値解析を実施する際の境界条件は，境界が構造物を含めた周辺地盤の振動

特性に影響を与えないよう設定する。ここで，底面境界は地盤のせん断方向の卓

越変形モードを把握するために固定とし，側方境界はフリーとする。境界条件の

概念図を図 3－3 に示す。 

図 3－3 固有値解析における境界条件の概念図 

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(2) 常時応力解析時

常時応力解析は，地盤や構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる常

時応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条件は底面固定と

し，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ローラーと

する。境界条件の概念図を図 3－4 に示す。 

図 3－4 常時応力解析における境界条件の概念図 

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(3) 地震応答解析時

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模

擬するため，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降波が

モデル底面境界から半無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッシュポ

ットを設定する。側方の粘性境界については，自由地盤の地盤振動と不整形地盤

側方の地盤振動の差分が側方を通過していく状態を模擬するため，自由地盤の側

方にダッシュポットを設定する。 

境界条件の概念図を図 3－5 に示す。 

図 3－5 地震応答解析における境界条件の概念図 

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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3.2.3 構造物のモデル化 

南北方向（Ａ－Ａ断面）については，評価対象部位（水平材，斜材及び支持

杭）を線形はり要素によりモデル化する。上部工（主桁，桁受，受桁）は，主桁

間がスパン長の短い横構及び対傾構によりトラス構造となっていること，及び受

桁と桁受間がスパン長の短い斜材に支える鋼材によりトラス構造となっているこ

とから，評価対象部位と比較し，十分に剛な構造とみなすことができるため，剛

はり要素によりモデル化する。上部工，覆工板等の重量については，スパン間の

全重量を支持杭の本数（12 本）で割った値を付加重量として，剛はり頂部の節点

に付加重量として与えることで考慮する。南北方向（Ａ－Ａ断面）の解析モデル

図を図 3－6 に，解析モデルの仕様及び物性値を表 3－1 に示す。 

また，構造部材の接合条件について，水平材，斜材及び支持杭は部材同士を溶

接して一体化しており，支持杭と受桁間は補強材を介してボルトで固定している

ことから剛結とした。部材の接合部の構造及び解析モデルにおける接合条件を表 3

－2 に示す。 

図 3－6 解析モデル図（Ａ－Ａ断面） 

表 3－1（1） 解析モデルの仕様及び物性値（Ａ－Ａ断面） 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

断面積 

（m2） 

ヤング係数Ｅ

(N/mm2)
ポアソン比ν 減衰定数 

水平材 

77.0 

2.4×10-3 

2.00×105 0.3 0.03 
斜材 1.2×10-2 

支持杭 4.0×10-2 

剛はり 0.0＊ 4.0×101 

注記＊：頂部の節点に付加重量として与えることで考慮する。 

31



29 

表 3－1（2） 解析モデルの仕様及び物性値（Ａ－Ａ断面） 

材料 
重量 

（kN/本） 

上部工，覆工板等 95.0 

表 3－2 部材の接合方法及び解析モデルにおける接合条件 

部材 接合方法 
解析モデルにおける

接合条件 
構造図＊1 

水平材 支持杭 溶接 剛結 － 

斜材 支持杭 溶接 剛結 － 

支持杭 
上部工 

（受桁） 
ボルト固定(M24)＊2 剛結 詳細部 a 

注記＊1：接合部の構造図を図 3－7 に示す。 

  ＊2：△300×300×25 により補強 

（仮設耐震構台：全体図） 

（詳細部 a：支持杭―上部工（受桁）） 

図 3－7 接合部の構造図 
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東西方向（Ｂ－Ｂ断面）については，評価対象部位（主桁，受桁，水平材，斜

材及び支持杭）を線形はり要素によりモデル化する。桁受は，橋軸直交方向に連

続しており，橋軸方向断面の面内の変形に対して十分に剛な構造とみなすことが

できるため，剛はり要素によりモデル化し，重量については，主桁の節点に付加

重量として与えることで考慮する。覆工板の重量については，主桁の線形はり要

素に考慮する。 

また，橋台（東側）は，線形はり要素によりモデル化する。 

東西方向（Ｂ－Ｂ断面）の解析モデル図を図 3－8 に，解析モデルの仕様及び物

性値を表 3－2 に示す。 

構造部材の接合条件については，溶接部及び部材による補強を行っている箇所

は，固定度が大きいため，剛結とした。また，その他の箇所については，部材間

の固定又は可動の構造を踏まえ，２重節点の MPC 結合とした。部材の接合部の構

造及び解析モデルにおける条件を表 3－3 に示す。 

図 3－8 解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面） 

表 3－2（1） 解析モデルの仕様及び物性値（Ｂ－Ｂ断面） 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

断面積 

（m2） 

ヤング係数Ｅ

(N/mm2)
ポアソン比ν 減衰定数 

主桁 

77.0 

7.2×10-2 

2.00×105 0.3 0.03 

受桁 2.3×10-2 

水平材 2.4×10-3 

斜材 1.2×10-2 

支持杭 4.0×10-2 

剛はり 0.0＊ 4.0×101 

注記＊：頂部の節点に付加重量として与えることで考慮する。 
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表 3－2（2） 解析モデルの仕様及び物性値（Ｂ－Ｂ断面） 

材料 
重量 

（kN/本） 

桁受 20.0 

表 3－3 部材の接合方法及び解析モデルにおける接合条件 

部材 接合方法 
解析モデルにおける 

接合条件 
構造図＊1 

主桁 

桁受 

ボルト固定(M22)＊2 
２重節点 MPC 結合 

（鉛直方向) 
詳細図 a 

ボルト固定(M22)＊3 
２重節点 MPC 結合 

(鉛直及び水平方向) 

橋台（東側） ボルト固定(M22)＊2 
２重節点 MPC 結合 

（鉛直方向) 
詳細図 b 

桁受 受桁 ボルト固定(M24)＊4 剛結 詳細図 c 

受桁 支持杭 ボルト固定(M24)＊5 剛結 詳細図 d 

水平材 支持杭 溶接 剛結 － 

斜材 支持杭 溶接 剛結 － 

受桁（西側） 
置換コンク 

リート（西側）
埋込 共有節点 

詳細図 e 支持杭（西側） 
水平材（西側） 

斜材（西側） 
ボルト固定(M24) 

２重節点 MPC 結合 

(鉛直及び水平方向) 

水平材（西側） 

斜材（西側） 

置換コンク 

リート（西側）
ボルト固定(M24) 

２重節点 MPC 結合 

(鉛直及び水平方向) 

注記＊1：接合部の構造図を図 3－9 に示す。 

＊2：可動ブロック，沓座により接合 

＊3：固定ブロック，沓座により接合 

＊4：[250×90×11×14.5 により補強 

＊5：△300×300×25 により補強 
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（仮設耐震構台：全体図） 

（詳細図 a：主桁－桁受） 

（詳細図 b：主桁－橋台（東側）） 

図 3－9（1） 接合部の構造図 
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（詳細図 c：桁受－受桁） 

（詳細部 d：支持杭―上部工（受桁）） 

（詳細図 e） 

（受桁（西側）－置換コンクリート（西側）） 

（支持杭（西側）－水平材（西側），斜材（西側）） 

（水平材（西側），斜材（西側）－置換コンクリート（西側）） 

図 3－9（2） 接合部の構造図 
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3.2.4 隣接構造物等のモデル化 

Ａ－Ａ断面における低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽及び原子炉建物について

は，NS2 補足-026-10「低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答計算書及び耐

震性についての計算書に関する補足説明資料」に示すモデルとする。 

 

3.2.5 地盤，置換コンクリート，埋戻コンクリート及びＭＭＲのモデル化 

岩盤，置換コンクリート，埋戻コンクリート及びＭＭＲは線形の平面ひずみ要

素でモデル化する。埋戻土は，地盤の非線形性を多重せん断ばねで考慮した平面

ひずみ要素でモデル化する。 

なお，安全対策工事に伴う掘削箇所の斜面安定性評価については，補足-023-17

「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価について」及び補足-020「可搬型重大事故

等対処設備の保管場所及びアクセスルートに係る補足説明資料」に記載する。 

地盤のモデル化に用いる，地質断面図を図 3－10 に示す。 

  

37



35 

注：桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭は投影 

図 3－10（1） 評価対象地質断面図（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 
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図 3－10（2） 評価対象地質断面図（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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3.2.6 地震応答解析モデル 

評価対象地質断面図を踏まえて設定した地震応答解析モデル図を図 3－11 に示

す。 

 

 

（全体図） 

 

 

（拡大図） 

図 3－11（1） 地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 
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（全体図） 

（拡大図） 

図 3－11（2） 地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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3.2.7 ジョイント要素の設定 

地盤と構造物との接合面にジョイント要素を設けることにより，地震時の地盤

と構造物の接合面における剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造物の接合面で法線方向及びせん断方向に対して

設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及

び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造物の接

合面におけるせん断強度以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロと

し，すべりを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。粘着力с及び内部

摩擦角φは周辺地盤のс，φとし，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

に基づき表 3－3 のとおりとする。また，要素間の粘着力с及び内部摩擦角φは，

表 3－4 のとおり設定する。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の直下にはＣＭ級～ＣＨ級の岩盤が分布する

が，せん断強度の設定においては一律ＣＭ級岩盤の粘着力с及び内部摩擦角φを用

いる。 

 

τf＝ｃ＋σtanφ 

    ここに， τf：せん断強度 

          ｃ：粘着力（＝初期せん断強度τo） 

          φ：内部摩擦角 

 

表 3－3 周辺地盤との境界に用いる強度特性 

地盤 粘着力 c（N/mm2） 内部摩擦角φ（°） 

岩盤（ＣＭ級） 1.23 52 

置換コンクリート， 

埋戻コンクリート・ＭＭＲ 
3.58 40 
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表 3－4 要素間の粘着力と内部摩擦角 

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 材料１ 材料２ 

構造物 

無筋コンクリート＊1 材料２のｃ 材料２のφ 

埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

岩盤 材料２のｃ 材料２のφ 

無筋コンクリート＊1 
埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

岩盤 －＊2 －＊2 

注記＊1：ＭＭＲ，置換コンクリート及び埋戻コンクリートの総称 

＊2：表面を露出させて打継処理が可能である箇所については，ジョイント要素を 

設定しない。 

 

ジョイント要素のばね定数は，土木学会マニュアル 2005 を参考に，数値計算

上，不安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設

定する。表 3－5 にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3－12 に，ジョイント要素の配置を図 3－

13 に示す。 

 

表 3－5 ジョイント要素のばね定数 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m3） 

せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m3） 

1.0×107 1.0×107 

 

 

 

図 3－12 ジョイント要素の力学特性 
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（全体図） 

（拡大図） 

図 3－13（1） ジョイント要素の配置（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 
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（全体図） 

 

 

（拡大図） 

 

図 3－13（2） ジョイント要素の配置（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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3.3 減衰定数 

減衰定数は，粘性減衰及び履歴減衰で考慮する。 

固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，質量マトリックス

及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減衰を解析モデル全体に

与える。 

Rayleigh 減衰の設定フローを図 3－14 に示す。 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ]：減衰係数マトリックス 

[Ｍ]：質量マトリックス 

[Ｋ]：剛性マトリックス 

α，β：係数 
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図 3－14 Rayleigh 減衰の設定フロー 

  

固有値解析 

・構造物の減衰定数          ：3.0％ 

・埋戻土の減衰定数          ：0％ 

・岩盤の減衰定数           ：3.0％ 

・無筋ｺﾝｸﾘｰﾄの減衰定数        ：3.0％ 

・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物（線形）の減衰定数 ：5.0％ 

・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物（非線形）の減衰定数：2.0％ 

・ωi：ｉ次モードにおける固有円振動数（ωi＝2πfi） 

・  hi ：ｉ次モードにおける減衰定数 

・Rayleigh 減衰における係数 α，β 

α＝
2ω1ω2（h1ω2－h2ω1）

ω2
2-ω1

2 ，β＝
2（h2ω2－h1ω1）

ω2
2-ω1

2  

注：添字の 1 次及び 2 次のモードは固有値解析にて求める。 

・Rayleigh 減衰 

[Ｃ]＝α[Ｍ]＋β[Ｋ] 

[Ｃ] ：減衰係数マトリックス 

[Ｍ] ：質量マトリックス 

[Ｋ] ：剛性マトリックス 
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Rayleigh 減衰における係数α，βは，低次のモードの変形が支配的となる仮設耐震

構台に対して，その特定の振動モードの影響が大きいことを考慮して，固有値解析結

果より得られる卓越するモードの減衰と Rayleigh 減衰が一致するように設定する。な

お，卓越するモードは全体系の固有値解析における刺激係数及びモード図にて決定す

るが，係数α，βが負値となる場合は当該モードを選定しない。 

固有値解析結果の一覧を表 3－6 に，固有値解析におけるモード図を図 3－15 に，係

数α，βを表 3－7 に，固有値解析結果に基づき設定した Rayleigh 減哀を図 3－16 に

示す。 

表 3－6（1） 固有値解析結果（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 2.464 56 0 234.8 -8.957 1 次として採用 

2 3.313 6 1 74.04 26.5 － 

3 3.799 9 0 92.97 -18.99 － 

4 4.748 0 7 -17.87 79.5 － 

5 5.014 4 15 -61.28 -124.2 2 次として採用 

6 5.222 0 5 -21.7 -70.69 － 

7 5.494 2 5 38.45 69.61 － 

8 5.863 5 12 -74.88 106.7 － 

9 6.373 1 8 3.363 88.97 － 

10 6.684 0 1 -5.635 29.24 － 
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表 3－6（2） 固有値解析結果（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

 
固有振動数 

（Hz） 

有効質量比(％) 刺激係数 
備考 

Tx Ty βx βy 

1 2.811 66  0  266.3 14.3 1 次として採用 

2 4.111 7  6  -84.79 76.85 － 

3 5.088 0  0  9.177 -8.439 － 

4 5.530 5  12  -76.49 -113.8 2 次として採用 

5 5.959 3  11  -58.94 109.6 － 

6 6.373 0  0  -3.269 -11.23 － 

7 6.762 1  18  20.95 -140.3 － 

8 6.993 0  25  20.26 162.9 － 

9 7.920 2  1  37.58 38.15 － 

10 7.954 0  1  -23.61 -7.971 － 
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１次モード（f1=2.464Hz） 

（刺激係数βx：2.348E+02） 

２次モード（f2=3.313Hz） 

（刺激係数βx：7.404E+01） 

  

３次モード（f3=3.799Hz） 

（刺激係数βx：9.297E+01） 

４次モード（f4=4.748Hz） 

（刺激係数βx：-1.787E+01） 

  

５次モード（f5=5.014Hz） 

（刺激係数βx：-6.128E+01） 

６次モード（f6=5.222Hz） 

（刺激係数βx：-2.170E+01） 

図 3－15（1） 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 
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７次モード（f7=5.494Hz） 

（刺激係数βx：3.845E+01） 

８次モード（f8=5.863Hz） 

（刺激係数βx：-7.488E+01） 

９次モード（f9=6.373Hz） 

（刺激係数βx：3.363E+00） 

１０次モード（f10=6.684Hz） 

（刺激係数βx：-5.635E+00） 

図 3－15（2） 固有値解析結果（モード図）（Ａ－Ａ断面（南北断面）） 
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１次モード（f1=2.811Hz） 

（刺激係数βx：2.663E+02） 

２次モード（f2=4.111Hz） 

（刺激係数βx：-8.479E+01） 

  

３次モード（f3=5.088Hz） 

（刺激係数βx：9.177E+00） 

４次モード（f4=5.530Hz） 

（刺激係数βx：-7.649E+01） 

  

５次モード（f5=5.959Hz） 

（刺激係数βx：-5.894E+01） 

６次モード（f6=6.373Hz） 

（刺激係数βx：-3.269E+00） 

図 3－15（3） 固有値解析結果（モード図）（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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７次モード（f7=6.762Hz） 

（刺激係数βx：2.095E+01） 

８次モード（f8=6.993Hz） 

（刺激係数βx：2.026E+01） 

  

９次モード（f9=7.920Hz） 

（刺激係数βx：3.758E+01） 

１０次モード（f10=7.954Hz） 

（刺激係数βx：-2.361E+01） 

図 3－15（4） 固有値解析結果（モード図）（Ｂ－Ｂ断面（東西断面）） 
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表 3－7 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

Ａ－Ａ断面（南北方向） 6.5071×10-1 1.1093×10-3 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向） 6.9780×10-1 1.1489×10-3 

 

 

図 3－16（1） 設定した Rayleigh 減衰（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

 

 

 

図 3－16（2） 設定した Rayleigh 減衰（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 
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3.4 荷重及び荷重の組合せ 

耐震評価にて考慮する荷重は，通常運転時の荷重（永久荷重）及び地震荷重を抽出

し，それぞれを組み合せて設定する。地震荷重には，地震時土圧及び機器・配管系か

らの反力による荷重が含まれるものとする。 

荷重の組合せを表 3－8 に示す。 

表 3－8 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法の概要 

永久荷重 

（常時荷重） 

固定

荷重 

躯体自重 〇 

設計図書に基づいて，対象構造物

の体積に材料の密度を乗じて設定

する。 

機器・配管荷重 － 
機器・配管系がないことから考慮

しない。 

積載

荷重 

静止土圧 〇 常時応力解析により設定する。 

外水圧 〇 

地下水位に応じた静水圧として考

慮する。 

地下水の密度を考慮する。 

積雪荷重 〇 地表面に考慮する。 

土被り荷重 ― 
土被りがないことから考慮しな

い。 

永久上載荷重 〇 
構造物上部に恒常的に置かれる設

備（覆工板）等を考慮する。 

偶発荷重 

（地震荷重） 

水平地震動 〇 基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直

同時加振を考慮する。 鉛直地震動 〇 
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3.4.1 外水圧 

外水圧は，地下水位に応じた静水圧を設定する。地下水位については，「2.6 

地下水位」のとおりとし，地下水の密度として 1.00g/cm3 を考慮する。 

 

3.4.2 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等における損

傷の防止に関する基本方針」に基づき，発電所敷地に最も近い気象官署である松

江地方気象台で観測された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重

を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市

建築基準法施行細則により，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用すること

を考慮し設定する。 
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3.5 地震応答解析の解析ケース 

3.5.1 耐震評価における解析ケース 

仮設耐震構台は岩盤を掘削した箇所に設置した地上構造物であり，水平方向の

慣性力による影響が支配的であるため，鉛直動の位相反転の影響は軽微である。 

また，概ね左右対称の構造物であることから，水平動の位相反転の影響も軽微

である。 

以上を踏まえ，耐震評価における解析ケースは，表 3－9 のとおり，基準地震動

Ss 全波（６波）とする。 

 

表 3－9 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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4. 評価内容

4.1 入力地震動の設定 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

入力地震動算定の概念図を図 4－1 に，入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応

答スペクトルを図 4－2～図 4－15 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨ

ＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コードの検証及び妥

当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示

す。 

図 4－1 入力地震動算定の概念図 

反射波
(F2)

▽EL-130m
(解析モデル下端位置)

▽EL-10m
(解放基盤表面)

▽ EL-215m

基準地震動
(2E0)

反射波
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－3 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１（南北方向），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１（東西方向），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２（南北方向），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２（東西方向），EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向，EL-130m） 
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(a) 加速度時刻歴波形

(b) 加速度応答スペクトル

図 4－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向，EL-130m） 
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4.2 許容限界の設定 

仮設耐震構台の耐震評価における許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそ

れのある下位クラス施設の耐震評価方針」に記載の許容限界を参考に設定する。 

仮設耐震構台の耐震評価における許容限界を表 4－1 に示す。 

 

 

表 4－1（1） 仮設耐震構台の耐震評価における許容限界 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 断面 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉建物，

第１ベントフ

ィ ル タ 格 納

槽，第１ベン

トフィルタ格

納槽遮蔽及び

低圧原子炉代

替注水ポンプ

格納槽に波及

的影響を及ぼ

さないこと並

びに屋外のア

クセスルート

を確保するこ

と 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

Ａ－Ａ断面 

(南北方向) 

水平材，斜材 

及び支持杭 

発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度 

別途算出＊1 

短期許容せん断 

応力度＊2 

120N/mm2 

基礎地盤 

発生する接地圧が

許容限界を超えな

いことを確認 

極限支持力度＊3 

9.8N/mm2 

仮設耐震構台 

及び 

低圧原子炉代替 

注水ポンプ格納槽 

構造物間の最大相

対変位が波及的影

響を及ぼさないた

めの許容限界を超

えないことを確認 

離隔距離＊4 

50mm 

注記＊1：「4.2.1 主桁，受桁，水平材斜材及び支持杭に対する許容限界」に示す。 

＊2：道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3 月（日本道路協会） 

  ＊3：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」 

  ＊4：原子炉建物，第１ベントフィルタ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽遮蔽及び低

圧原子炉代替注水ポンプ格納槽のうち，仮設耐震構台との離隔距離が最小とな

る，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との離隔距離を許容限界とする。 
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表 4－1（2） 仮設耐震構台の耐震評価における許容限界 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 断面 部位 

機能維持のための 

考え方 
許容限界 

原子炉建物，

第１ベントフ

ィ ル タ 格 納

槽，第１ベン

トフィルタ格

納槽遮蔽及び

低圧原子炉代

替注水ポンプ

格納槽に波及

的影響を及ぼ

さないこと並

びに屋外のア

クセスルート

を確保するこ

と 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

Ｂ－Ｂ断面 

(東西方向) 

主桁 

発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度＊1 

276N/mm2 

短期許容曲げ 

引張応力度＊1 

315N/mm2 

短期許容せん断 

応力度＊1 

180N/mm2 

受桁，水平材， 

斜材及び支持杭 

発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度 

別途算出＊2 

短期許容せん断 

応力度＊1 

120N/mm2 

橋台 

(東側) 

コンク

リート 
発生する応力（曲

げ軸力，せん断力）

が許容限界を超え

ないことを確認 

短期許容曲げ 

圧縮応力度＊3 

13.5N/mm2 

短期許容せん断 

応力度＊3 

0.675N/mm2 

鉄筋 

短期許容引張 

応力度＊3 

294N/mm2 

置換コンクリート 

(西側) 

発生する応力（せ

ん断力，引張力）が

許容限界を超えな

いことを確認 

せん断強度＊4 

3.6N/mm2 

引張強度＊3 

1.57N/mm2 

基礎地盤 

発生する接地圧が

許容限界を超えな

いことを確認 

極限支持力度＊5 

9.8N/mm2 

注記＊1： 道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3 月（日本道路協会） 

＊2：「4.2.1 主桁，受桁，水平材斜材及び支持杭に対する許容限界」に示す。 

＊3：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年） 

＊4：コンクリート標準示方書［ダムコンクリート編］（土木学会，2013 年） 

  ＊5：Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」 
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4.2.1 主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界 

（1）曲げ軸力に対する許容限界

ａ．主桁 

主桁の曲げ軸力に対する許容限界は，「道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 

平成 24 年 3 月（日本道路協会）」に基づき設定する。 

主桁の曲げ軸力力に対する許容限界を表 4－2 に示す。 

表 4－2 評価対象部位（主桁）の曲げ軸力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容曲げ圧縮応力度 276 

短期許容曲げ引張応力度 315 

ｂ．桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭 

桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭の曲げ軸力に対する許容限界は，「道路

橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3 月（日本道路協会）」に基づき，以下

の式にて算出する。 

（a）軸方向力が引張の場合

𝜎𝑡 + 𝜎𝑏𝑡𝑦 + 𝜎𝑏𝑡𝑧 ≤ 𝜎𝑡𝑎  ・・・・・・・（3.1）

−
𝜎𝑡

𝜎𝑡𝑎
+

𝜎𝑏𝑐𝑦

𝜎𝑏𝑎𝑔𝑦
+

𝜎𝑏𝑐𝑧

𝜎𝑏𝑎𝑜
≤ 1 ・・・・・・・（3.2） 

−𝜎𝑡 + 𝜎𝑏𝑐𝑦 + 𝜎𝑏𝑐𝑧 ≤ 𝜎𝑐𝑎𝑙 ・・・・・・・（3.3）

（b）軸方向力が圧縮の場合

𝜎𝑐

𝜎𝑐𝑎𝑧
+

𝜎𝑏𝑐𝑦

𝜎𝑏𝑎𝑔𝑦𝛼𝑦
+

𝜎𝑏𝑐𝑧

𝜎𝑏𝑎𝑜𝛼𝑧
≤ 1 ・・・・・（3.4） 

𝜎𝑐 +
𝜎𝑏𝑐𝑦

𝛼𝑦
+

𝜎𝑏𝑐𝑧

𝛼𝑧
≤ 𝜎𝑐𝑎𝑙  ・・・・・（3.5）
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 𝜎𝑡，𝜎𝑐 ：それぞれ照査する断面に作用する軸方向力による引張及び圧縮 

応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑡𝑦，𝜎𝑏𝑡𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりに作用する曲げモーメントによる 

曲げ引張応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑐𝑦，𝜎𝑏𝑐𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりに作用する曲げモーメントによる 

曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑡𝑎  ：許容軸方向引張応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑐𝑎𝑧 ：弱軸まわりの許容軸方向圧縮応力度（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑎𝑔𝑦 ：局部座屈を考慮しない強軸まわりの許容曲げ圧縮応力度 

（N/mm2） 

 𝜎𝑏𝑎𝑜 ：局部座屈を考慮しない許容曲げ圧縮応力度の上限値（N/mm2） 

 𝜎𝑐𝑎𝑙 ：局部座屈に対する許容応力度（N/mm2） 

𝛼𝑦，𝛼𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりの付加曲げモーメントの影響を考 

慮するための係数。ただし，有限変位理論によって断面力を算 

出する場合には 1 とする。 

       𝛼𝑦 = 1 −
𝜎𝑐

0.8𝜎𝑒𝑦
 

       𝛼𝑧 = 1 −
𝜎𝑐

0.8𝜎𝑒𝑧
 

 𝜎𝑒𝑦，𝜎𝑒𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりのオイラー座屈応力度（N/mm2） 

       𝜎𝑒𝑦 = 𝜋2𝐸/(𝑙/𝛾𝑦)2 

       𝜎𝑒𝑧 = 𝜋2𝐸/(𝑙/𝛾𝑧)2 

 𝑙  ：有効座屈長（mm） 

𝛾𝑦，𝛾𝑧 ：それぞれ強軸及び弱軸まわりの断面二次半径（mm） 

 𝐸  ：鋼材のヤング係数（N/mm2） 
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（2）せん断力に対する許容限界 

ａ．主桁 

主桁のせん断力に対する許容限界は，「道路橋示方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 

平成 24 年 3 月（日本道路協会）」に基づき設定する。 

主桁のせん断力に対する許容限界を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2 評価対象部位（主桁）のせん断力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容せん断応力度 180 

 

 

ｂ．受桁，水平材，斜材及び支持杭 

受桁，水平材，斜材及び支持杭のせん断力に対する許容限界は，「道路橋示

方書・同解説 Ⅱ鋼橋編 平成 24 年 3 月（日本道路協会）」に基づき設定す

る。 

受桁，水平材，斜材及び支持杭のせん断力に対する許容限界を表 4－3 に示

す。 

 

表 4－3 評価対象部位（水平材，斜材及び支持杭）のせん断力に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

短期許容せん断応力度 120 

 

4.2.2 橋台（東側）に対する許容限界 

橋台（東側）の許容限界については，コンクリート標準示方書［構造性能照査

編］（土木学会，2002 年）に基づき，表 4－4 のとおり設定する。 

 

表 4－4 橋台（東側）に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

コンクリート 

ｆ ’ｃｋ＝24（N/mm2） 

短期許容曲げ圧縮応力度σｃａ 13.5 

短期許容せん断応力度τａl 0.675 

鉄筋 SD345 短期許容引張応力度σsa 294 
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4.2.3 置換コンクリート（西側）に対する許容限界 

置換コンクリート（西側）の許容限界については，コンクリート標準示方書

［ダムコンクリート編］（土木学会，2013 年）及びコンクリート標準示方書［構

造性能照査編］（土木学会，2002 年）に基づき，表 4－5 のとおり設定する。 

 

表 4－5 置換コンクリート（西側）に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

置換コンクリート 

ｆ ’ｃｋ＝18（N/mm2） 

せん断強度＊1 3.6 

引張強度＊2 1.57 

注記＊1：コンクリート標準示方書［ダムコンクリート編］（土木学会，2013 年） 

       ＊2：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年） 

 

 

4.2.4 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 4－6 に示す。 

 

表 4－6 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級岩盤 9.8 

 

 

4.2.5 構造物間の相対変位に対する許容限界 

構造物間の相対変位に対する許容限界は，仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽の離隔距離とする。 

構造物間の相対変位に対する許容限界を表 4－7 に示す。 

 

表 4－7 構造物間の相対変位に対する許容限界 

評価項目 許容限界（mm） 

構造物間の離隔距離 

（仮設耐震構台と低圧原子炉 

代替注水ポンプ格納槽） 

50 
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5. 評価方法 

仮設耐震構台の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査用応答値が「4.2 許容

限界の設定」において設定した許容限界以下であることを確認する。 

 

5.1 施設の損傷，転倒及び落下等による影響評価方法 

5.1.1 構造部材の健全性に対する評価方法 

（1）主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する評価方法 

主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する評価においては，部材の曲げ軸

力照査及びせん断力照査を行う。曲げ軸力照査については，「4.2.1 主桁，受

桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界」の「（1）曲げ軸力に対する許容

限界」に示す許容限界以下であることを確認する。せん断力照査については，

「4.2.1 主桁，受桁，水平材，斜材及び支持杭に対する許容限界」の「（2）せ

ん断力に対する許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 

 

（2）橋台（東側）に対する評価方法 

橋台（東側）に対する評価においては，地震応答解析により仮設耐震構台の東

側の橋台に発生する応力度が「4.2.2 橋台（東側）に対する許容限界」に示す許

容限界以下であることを確認する。 

 

（3）置換コンクリート（西側）に対する評価方法 

置換コンクリート（西側）に対する評価においては，地震応答解析により仮設

耐震構台の西側の置換コンクリートに発生する応力度が「4.2.3 置換コンクリー

ト（西側）に対する許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 

 

5.1.2 基礎地盤の支持性能に対する評価方法 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤に生じる接地圧が極限支持力度

に基づく許容限界以下であることを確認する。 

 

5.2 構造物間の相対変位による影響評価方法 

5.2.1 相対変位による評価方法 

相対変位による評価においては，仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格

納槽の最大相対変位が許容限界以下であることを確認する。 
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6. 評価結果

6.1 施設の損傷，転倒及び落下等による影響評価結果 

6.1.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

（1）Ａ－Ａ断面（南北方向）の評価結果

Ａ－Ａ断面（南北方向）の仮設耐震構台の曲げ軸力に対する照査値を表 6－1

に，せん断力に対する照査値を表 6－2 に示す。曲げ軸力の最も厳しい照査値とな

った支持杭の断面力を図 6－1 に，せん断力の最も厳しい照査値となった支持杭の

断面力を図 6－2 に示す。 

Ａ－Ａ断面（南北方向）の仮設耐震構台の評価対象部位に発生する曲げ軸力及

びせん断力が許容限界以下であることを確認した。 
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表 6－1（1） 曲げ軸力に対する照査値（水平材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

水平材 

5 -9 0.32 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 4 -11 0.26 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 4 -11 0.28 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 3 -4 0.18 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 4 -3 0.24 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 3 -6 0.21 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－1（2） 曲げ軸力に対する照査値（斜材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

斜材 

11 -508 0.41 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 9 -398 0.32 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 9 -417 0.33 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 6 -283 0.23 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 9 -387 0.31 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 7 -334 0.27 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－1（3） 曲げ軸力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

支持杭 

333 -1814 0.49 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 283 -1422 0.40 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 287 -1468 0.41 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 185 -1025 0.28 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 274 -1279 0.38 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 228 -1196 0.33 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－2（1） せん断力に対する照査値（水平材） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

水平材 

6 

120 

0.05 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 5 0.05 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 5 0.05 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 4 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 5 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 4 0.04 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

表 6－2（2） せん断力に対する照査値（斜材） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

斜材 

1 

120 

0.01 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 1 0.01 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－2（3） せん断力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

支持杭 

28 

120 

0.24 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 22 0.19 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 23 0.20 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 15 0.13 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 22 0.19 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 18 0.15 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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（支持杭 曲げモーメント Ｓｓ－Ｄ（＋，＋），t = 25.79s） 

図 6－1（1） 曲げ軸力の最も厳しい照査値となったケースの断面力 

  

構造物スケール 0.0 1.0(m)

応答値スケール 0.0 1000(kN・m)

主桁，桁受，受桁

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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（支持杭 軸力 Ｓｓ－Ｄ（＋，＋），t = 25.79s） 

図 6－1（2） 曲げ軸力の最も厳しい照査値となったケースの断面力 

構造物スケール 0.0 1.0(m)

応答値スケール 0.0 2000(kN)

主桁，桁受，受桁

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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（支持杭 せん断力 Ｓｓ－Ｄ（＋，＋），t = 25.79s） 

図 6－2 せん断力の最も厳しい照査値となったケースの断面力 

  

構造物スケール 0.0 1.0(m)

応答値スケール 0.0 1000(kN)

主桁，桁受，受桁

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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（2）Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の評価結果 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の仮設耐震構台の構造部材に関する曲げ軸力に対する

照査値を表 6－3 に，せん断力に対する照査値を表 6－4 に示す。曲げ軸力の最も

厳しい照査値となった支持杭の断面力を図 6－3 に，せん断力の最も厳しい照査値

となった受桁の断面力を図 6－4 に示す。橋台（東側）に関する曲げ軸力に対する

照査値を表 6－5 に，せん断力に対する照査値を表 6－6 に示す。置換コンクリー

ト（西側）のせん断破壊に対する局所安全係数を表 6－7 に，引張破壊に対する局

所安全係数を表 6－8 に示す。 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の仮設耐震構台の評価対象部位に発生する曲げ軸力，

せん断力及び引張力が許容限界以下であることを確認した。また，置換コンクリ

ート（西側）のせん断破壊及び引張破壊に対する局所安全係数が 1.0 を上回るこ

とを確認した。 
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表 6－3（1） 曲げ軸力に対する照査値（主桁：曲げ圧縮） 

解析 

ケース
地震動 部位 

曲げ圧縮 

応力度 

（N/mm2） 

許容曲げ 

圧縮応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

主桁 

53 

276 

0.20 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 43 0.16 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 45 0.17 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 45 0.17 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 44 0.16 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 42 0.16 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

表 6－3（2） 曲げ軸力に対する照査値（主桁：曲げ引張） 

解析 

ケース
地震動 部位 

曲げ引張 

応力度 

（N/mm2） 

許容曲げ 

引張応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

主桁 

54 

315 

0.18 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 43 0.14 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 45 0.15 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 44 0.14 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 44 0.14 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 42 0.14 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

89



 

87 

 

表 6－3（3） 曲げ軸力に対する照査値（受桁） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

受桁 

597 -260 0.58 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 592 -258 0.58 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 403 -167 0.39 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 470 -194 0.46 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 401 -165 0.39 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 468 -204 0.46 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（4） 曲げ軸力に対する照査値（水平材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

水平材 

5 -1 0.32 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 4 1 0.29 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 3 5 0.18 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 3 5 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 3 6 0.18 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 4 1 0.24 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－3（5） 曲げ軸力に対する照査値（斜材） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

斜材 

12 -605 0.46 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 11 -573 0.44 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 8 -371 0.29 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 9 -443 0.34 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 7 -365 0.29 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 9 -462 0.36 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－3（6） 曲げ軸力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

軸力 

（kN） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

支持杭 

417 -2448 0.63 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 389 -2378 0.60 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 250 -1587 0.39 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 302 -1855 0.47 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 252 -1520 0.39 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 317 -1889 0.48 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－4（1） せん断力に対する照査値（主桁） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

主桁 

13 

180 

0.11 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 10 0.09 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 11 0.10 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 11 0.10 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 10 0.09 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 10 0.09 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

表 6－4（2） せん断力に対する照査値（受桁） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

受桁 

70 

120 

0.59 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 74 0.62 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 47 0.40 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 52 0.44 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 56 0.47 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 48 0.40 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－4（3） せん断力に対する照査値（水平材） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

水平材 

6 

120 

0.05 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 5 0.05 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 3 0.03 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 4 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 4 0.04 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 3 0.03 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

表 6－4（4） せん断力に対する照査値（斜材） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

斜材 

1 

120 

0.01 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 1 0.01 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 1 0.01 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－4（5） せん断力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

支持杭 

34 

120 

0.29 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 31 0.26 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 21 0.18 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 25 0.21 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 26 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 20 0.17 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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（支持杭（橋脚（東側）） 曲げモーメント Ｓｓ－Ｄ（＋，＋），t = 14.55s） 

図 6－3（1） 曲げ軸力の最も厳しい照査値となったケースの断面力 

  

桁受，受桁

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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（支持杭（橋脚（東側） 軸力 Ｓｓ－Ｄ（＋，＋），t = 14.55s） 

図 6－3（2） 曲げ軸力の最も厳しい照査値となったケースの断面力 

桁受，受桁

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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（支持杭（橋脚（東側） せん断力 Ｓｓ－Ｆ１（＋，＋），t = 7.94s） 

図 6－4 せん断力の最も厳しい照査値となったケースの断面力 

  

桁受，受桁

▽EL 2.4m（岩盤上面）
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表 6－5（1） 曲げ軸力に対する照査値（橋台（東側）側壁：曲げ圧縮） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ圧縮 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

側壁 

1.0 

13.5 

0.08 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 0.9 0.07 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1.0 0.08 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 0.9 0.07 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 0.9 0.07 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 1.0 0.08 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－5（2） 曲げ軸力に対する照査値（橋台（東側）側壁：曲げ引張） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ引張 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

側壁 

30 

294 

0.11 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 25 0.09 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 27 0.10 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 26 0.09 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 23 0.08 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 28 0.07 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－5（3） 曲げ軸力に対する照査値（橋台（東側）底版：曲げ圧縮） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ圧縮 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

底版 

1.8 

13.5 

0.14 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 1.5 0.12 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1.6 0.12 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 1.5 0.12 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 1.4 0.11 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 1.4 0.11 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

表 6－5（4） 曲げ軸力に対する照査値（橋台（東側）底版：曲げ引張） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

曲げ引張 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

底版 

55 

294 

0.19 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 46 0.16 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 49 0.17 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 45 0.16 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 43 0.15 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 44 0.15 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－6（1） せん断力に対する照査値（橋台（東側）側壁） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

側壁 

28 

343 

0.09 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 23 0.07 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 28 0.09 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 25 0.08 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 24 0.07 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 30 0.09 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－6（2） せん断力に対する照査値（橋台（東側）底版） 

解析 

ケース 
地震動 部位 

発生せん断力 

（kN） 

短期許容 

せん断力 

（kN） 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

橋台 

(東側) 

底版 

93 

343 

0.28 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 77 0.23 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 83 0.25 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 77 0.23 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 73 0.22 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 75 0.22 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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表 6－7 置換コンクリート（西側）のせん断破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 
地震動 部位 

せん断応力 

S（N/mm2） 

せん断強度 

R（N/mm2） 

局所安全係数 

fS 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

置換 

コンク 

リート 

(西側) 

1.07 

3.6 

3.37 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 0.74 4.87 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 0.89 4.05 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 0.98 3.68 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 0.74 4.87 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 0.79 4.56 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

 

表 6－8 置換コンクリート（西側）の引張破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース 
地震動 部位 

引張応力 

S（N/mm2） 

引張強度 

R（N/mm2） 

局所安全係数 

fS 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 

置換 

コンク 

リート 

(西側) 

1.51 

1.57 

1.04 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 1.12 1.41 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 0.90 1,75 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 0.73 2.16 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 0.94 1.68 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 0.68 2.31 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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6.1.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

（1）Ａ－Ａ断面（南北方向）の評価結果

Ａ－Ａ断面（南北方向）の基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 6－3 に示

す。 

Ａ－Ａ断面（南北方向）の仮設耐震構台の基礎地盤に生じる最大接地圧が許容

限界以下であることを確認した。 

表 6－3 基礎地盤の支持性能評価結果（Ａ－Ａ断面（南北方向）） 

解析 

ケー

ス

地震動 
軸力 

Nmax(kN) 

軸応力度 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 1814 3.2 

9.8 

0.33 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 1474 2.6 0.27 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1468 2.6 0.27 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 1025 1.8 0.19 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 1446 2.5 0.26 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 1196 2.1 0.22 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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（2）Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の評価結果 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 6－3 に示

す。 

Ｂ－Ｂ断面（東西方向）の仮設耐震構台の基礎地盤に生じる最大接地圧が許容

限界以下であることを確認した。 

 

表 6－3 基礎地盤の支持性能評価結果（Ｂ－Ｂ断面（東西方向）） 

解析 

ケー

ス 

地震動 
軸力 

Nmax(kN) 

軸応力度 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 2448 4.3 

9.8 

0.44 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ 2378 4.2 0.43 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ 1587 2.8 0.29 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋＊ 1855 3.3 0.34 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋＊ 1889 2.8 0.29 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋＊ 1563 3.3 0.34 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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6.2 構造物間の相対変位による影響評価結果 

6.2.1 相対変位による評価結果 

基準地震動Ｓｓに対する仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の南

北方向の最大相対変位を表 6－4 に，各構造物の変位抽出位置を図 6－3 示す。 

最大相対変位は，16mm であり，許容限界（50mm）を超えないことを確認した。 
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表 6－4 仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の最大相対変位（南北方向） 

解析 

ケース
地震動＊1 

仮設耐震構台 

最大変位(mm)＊2 

低圧原子炉代替注

水ポンプ格納槽 

最大変位(mm)＊3 

最大相対 

変位＊4 

（mm） 

離隔距離 

（mm） 

① 

Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 7 9 16 

50 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 7 4 11 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 7 6 13 

Ｓｓ－Ｎ１ ＋＋ 3 10 13 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 
＋＋ 6 9 15 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 
＋＋ 6 7 13 

注記＊1：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

  ＊2：北側（低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽側）への最大変位 

  ＊3：南側（仮設耐震構台側）への最大変位 

  ＊4：時刻性を考慮していない最大変位の足し合わせによる最大相対変位 

図 6－3 各構造物の変位抽出位置 

仮設耐震構台の変位抽出位置

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の変位抽出位置
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7. まとめ 

仮設耐震構台については，上位クラス施設である原子炉建物，第１ベントフィルタ格納

槽，第１ベントフィルタ格納槽遮蔽及び低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽に対する波及的

影響の評価，及びアクセスルートへの影響評価を実施した。 

仮設耐震構台の構造部材の健全性評価については，評価対象部位に発生する曲げ軸力及

びせん断力が許容限界以下であることを確認した。基礎地盤の支持性能評価については，

基礎地盤に発生する応力（接地圧）が極限支持力度に基づく許容限界以下であることを確

認した。また，波及的影響評価の構造物間の相対変位による影響評価については，仮設耐

震構台と上位クラス施設の最大相対変位が許容限界を超えないことを確認した。 

以上から，仮設耐震構台は，上位クラス施設に対して，波及的影響を及ぼさないこと，

及びアクセスルートの通行性を確認した。 
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（参考）1-1 

 

（参考資料１）Ａ－Ａ断面を評価対象断面とする妥当性確認について 

 

1. 概要 

仮設耐震構台の地震応答解析の評価対象断面は，地震時に仮設耐震構台が変形した際

に，上位クラス施設のうち仮設耐震構台との離隔距離が最小となる低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽に衝突する可能性のあるＡ－Ａ断面を評価対象断面として選定している。 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽南側の仮設耐震構台は東西方向に延長が長いことか

ら，Ａ－Ａ断面を評価対象断面として選定する妥当性を確認する。 

 

2. 評価方針 

仮設耐震構台の評価対象断面であるＡ－Ａ断面とＡ－Ａ断面より西側のＥ－Ｅ断面の

支持杭の基部における地震応答解析結果を比較する。 

地震応答解析断面位置を図 1 に示す。 

 

 
（単位：mm） 

図 1 地震応答解析断面位置 
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（参考）1-2 

3. 解析モデル

地震応答解析を実施する解析モデルを図 2 に示す。なお，Ｅ－Ｅ断面は，Ⅵ-2-2-31

「第１ベントフィルタ格納槽の地震応答計算書及び耐震性についての計算書に関する補

足説明資料」の評価対象断面（Ｂ－Ｂ断面）である。 

（全体図） 

（拡大図） 

図 2（1） 解析モデル（Ａ－Ａ断面） 
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（参考）1-3 

（全体図） 

（拡大図） 

図 2（2） 解析モデル（Ｅ－Ｅ断面） 
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4. 確認結果

仮設耐震構台のうち評価対象断面であるＡ－Ａ断面及びＡ－Ａ断面より西側のＥ－Ｅ

断面における仮設耐震構台の設置位置の応答加速度を表 1 に示す。Ａ－Ａ断面及びＥ－

Ｅ断面において，最大水平加速度，最大鉛直加速度共に，おおむね同等の値であること

を確認した。 

以上を踏まえ，評価対象断面としてＡ－Ａ断面を選定する妥当性を確認した。 

表１ 仮設耐震構台の設置位置の応答加速度 

抽出位置 
最大水平加速度

（cm/s2） 

最大鉛直加速度

（cm/s2） 

Ａ－Ａ断面 634 471 

Ｅ－Ｅ断面 654 455 
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（参考資料２）評価対象断面以外の影響確認について 

 

1. 概要 

仮設耐震構台の橋軸直交方向の評価対象断面は，Ａ－Ａ断面及びＣ－Ｃ断面のうち，

地震時に仮設耐震構台が変形した際に，上位クラス施設である低圧原子炉代替注水ポン

プ格納槽に衝突する可能性のあるＡ－Ａ断面としている。橋軸方向の評価対象断面は，

主桁のスパン長が 20ｍの区間（Ｂ－Ｂ断面）とＢ－Ｂ断面側に対して主桁の縁が切れて

いる 14m 区間（Ｄ－Ｄ断面）があり，スパン長が長く，橋脚がより大きな荷重を分担す

る区間であるＢ－Ｂ断面としている。 

Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面は評価対象断面としていないが，影響検討を実施し，仮設

耐震構台が，上位クラス施設に対して，波及的影響を及ぼさないこと，及びアクセスル

ートの通行性を確認する。 

仮設耐震構台の断面位置を図 1 に示す。 

 

 

 

（単位：mm） 

図 1 仮設耐震構台の断面位置 
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（参考）2-2 

 

2. 橋軸方向の影響検討 

2.1 評価方針 

橋軸方向のＤ－Ｄ断面の影響検討においては，橋軸方向の評価対象断面であるＢ－

Ｂ断面の評価結果より，最も厳しい照査値となった基準地震動（Ｓｓ－Ｄ(＋，＋)）

及び評価対象部位（支持杭）を対象とし，発生する曲げ軸力及びせん断力が許容限界

以下であることを確認する。 

 

2.2 解析モデル 

Ｄ－Ｄ断面の解析モデルは，南北方向の断面であるＡ－Ａ断面にＤ－Ｄ断面位置の

仮設耐震構台を投影する。地震応答解析を実施する解析モデルを図 2 に示す。 

 

 

 

 

図 2 解析モデル（Ｄ－Ｄ断面） 
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（参考）2-3 

2.3 確認結果 

仮設耐震構台の橋軸方向であるＤ－Ｄ断面の曲げ軸力及びせん断力に対する照査値を

表 1 に示す。 

Ｄ－Ｄ断面の仮設耐震構台の評価対象部位に発生する曲げ軸力及びせん断力が許容限

界以下であることを確認した。 

以上を踏まえ，橋軸方向の断面であるＤ－Ｄ断面においても，仮設耐震構台が上位ク

ラス施設に対して波及的影響を及ぼさないこと，及びアクセスルートの通行性を確認し

た。 

表 1（1） 曲げ軸力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生断面力 

照査値 曲げ 

モーメント

（kN・m）

軸力 

（kN） 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 支持杭 214 -2382 0.66 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

表 1（2） せん断力に対する照査値（支持杭） 

解析 

ケース
地震動 部位 

発生応力度 

（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

（N/mm2） 

照査値 

① Ｓｓ－Ｄ ＋＋＊ 支持杭 27 120 0.23 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 
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3. 橋軸直交方向の影響検討 

3.1 評価方針 

橋軸直交方向のＣ－Ｃ断面の影響検討においては，影響評価を実施したＤ－Ｄ断面

に対して，支持杭の基部における応答加速度を比較する。 

 

3.2 解析モデル 

地震応答解析を実施する解析モデルを図 3 に示す。なお，Ｃ－Ｃ断面は，補-026-10

「低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答計算書及び耐震性についての計算書に

関する補足説明資料」の評価対象断面（Ｃ－Ｃ断面）である。 

 

 

 

（全体図） 
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（参考）2-5 

 

 

（拡大図） 

 

図 3（1） 解析モデル（Ｃ－Ｃ断面） 
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（参考）2-6 

（全体図） 

（拡大図） 

図 3（2） 解析モデル（Ｄ－Ｄ断面） 
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3.3 確認結果 

Ｃ－Ｃ断面と影響検討を実施したＤ－Ｄ断面の仮設耐震構台設置位置における応答

加速度を表 2 に示す。Ｃ－Ｃ断面及びＤ－Ｄ断面において，最大水平加速度，最大鉛

直加速度共に，おおむね同等の値であることを確認した。 

以上を踏まえ，仮設耐震構台はＤ－Ｄ断面による評価により，上位クラス施設に対

して波及的影響を及ぼさないこと，及びアクセスルートの通行性を確認していること

から，Ｃ－Ｃ断面についても仮設耐震構台が上位クラス施設に対して波及的影響を及

ぼさないこと，及びアクセスルートの通行性を確認した。 

 

表 2 仮設耐震構台の設置位置の応答加速度 

抽出位置 
最大水平加速度

（cm/s2） 

最大鉛直加速度

（cm/s2） 

Ｃ－Ｃ断面 726 481 

Ｄ－Ｄ断面 727 531 
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（参考資料３）仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリー

トの安定性確認について

1. 概要

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間には，埋戻コンクリートが存

在し，当該埋戻コンクリートが損壊することにより，仮設耐震構台に影響を及ぼすこと

が想定されることから，埋戻コンクリートの安定性を確認する。 

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリートを図 1 に

示す。 

（平面位置図） 

（断面図（Ｃ－Ｃ断面）） 

図１ 仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリート 

埋戻コンクリート（評価対象） 
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2. 評価方針

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリートの安定性

評価においては，当該埋戻コンクリートが岩盤と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との

間に 2ｍ程度根入れされていることから，地震応答解析により当該埋戻コンクリートに発

生する応力度が本文「4.2.3 置換コンクリート（西側）に対する許容限界」に示す許容

限界以下であることを確認し，安定性を評価する。 

解析ケースについては，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の東側壁の変位が最大とな

るケースであるＳｓ－Ｄ(－,－)とする。 

3. 解析モデル

Ｃ－Ｃ断面は，NS2-補-026-10「低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の地震応答計算書及

び耐震性についての計算書に関する補足説明資料」の評価対象断面（Ｃ－Ｃ断面）に評

価対象である埋戻コンクリートをモデル化した解析モデルとする。 

地震応答解析を実施する解析モデルを図 2 に示す。 
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（参考）3-3 

図 2 解析モデル（Ｃ－Ｃ断面） 
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（参考）3-4 

4. 確認結果

仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリートのせん断

破壊に対する局所安全係数を表 1 に，引張破壊に対する局所安全係数を表 2 に，せん断

破壊及び引張破壊の最小安全率位置を図 3 に示す。 

せん断破壊及び引張破壊に対する局所安全係数が 1.0 を上回ることを確認した。 

以上より，仮設耐震構台と低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽との間の埋戻コンクリー

トの安定性を確認した。

表 1 埋戻コンクリートのせん断破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース
地震動 部位 

せん断応力 

S（N/mm2） 

せん断強度 

R（N/mm2） 

局所安全係数 

fS 

① Ｓｓ－Ｄ －－＊ 

埋戻 

コンク

リート

0.72 3.6 5.00 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

表 2 置換コンクリート（西側）の引張破壊に対する局所安全係数 

解析 

ケース
地震動 部位 

引張応力 

S（N/mm2） 

引張強度 

R（N/mm2） 

局所安全係数 

fS 

① Ｓｓ－Ｄ －－＊ 

埋戻 

コンク

リート

1.11 1.57 1.41 

注記＊：地震動の位相について，左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「＋＋」は反転な

しケースを示す。 

図 3 せん断破壊及び引張破壊の最小安全率位置 
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（参考資料４）評価対象対象部位の選定の考え方について 

1. 概要

仮設耐震構台は，主桁，桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭により構成され，主桁

に締結された覆工板による床面を有する鉄骨構造物であり，仮設構造物の鋼橋として設

計している。また，設計に用いる指針等については，道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋

編）及び道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（日本道路協会平成 24 年 3 月）（以下

「道路橋示方書」という。）を主に適用している。  

ここでは，道路橋示方書に規定されている鋼橋としての照査及び検討項目について網

羅していることを確認するとともに，耐震計算書で示している評価対象部位の選定の考

え方について整理するものである。 

2. 道路橋示方書の記載内容との比較及び整理結果

道路橋示方書に記載されている鋼橋としての評価及び検討内容と仮設耐震構台の設計

において実施した内容を整理した結果を表 1 に示す。 

2.1 道路橋示方書の網羅性について 

仮設耐震構台の設計は，道路橋示方書に記載されている内容について以下の内容を

除き網羅しており，構造細目についても満足した材料を使用している。 

(表 1（◎及び◯）参照) 

仮設耐震構台の下部構造は岩盤に支持されており，基準地震動Ｓｓの地震力による

耐震性を確保することから，支承部の破壊により上部構造の落下に至ることはないと

判断し，上部構造の落下防止対策の検討及び落橋防止システムの設置を省略した。 

また，仮設構造物であるが供用期間中は維持管理を実施することから，耐久性及び

疲労設計の検討を省略した。 (表 1（×）参照) 

2.2 評価対象部位の選定の考え方について 

設工認図書で示す評価対象部位については，倒壊による上位クラス施設に対する波

及的影響の観点及びアクセスルートの通行性の観点から，主要な構造部材として，主

桁，桁受，受桁，水平材，斜材及び支持杭を選定した。 

設工認図書においては主要な構造部材の照査結果を示しており，その他の評価部位

である支承部，対傾構及び横構の部材設計，連結部については，道路橋示方書に基づ

き，基準地震動Ｓｓ―Ｄ，Ｓｓ－Ｎ１の地震力による照査を自主的に事業者で実施し

ている。(表 1（◯）参照) 
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表 1（1） 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果 

【Ⅴ耐震設計編】 ◎：設工認で設計，◯：自主的に設計，×：未実施，＼：対象外 

耐震設計編の記載内容 設工認の設計 補足 

1 総則 

照査と関連のない項目 
2 耐震設計の基本 

3 耐震設計上考慮すべき荷重 

4 設計地震動 

5 耐震性能の照査 

5.1 一般 

◎ 許容応力度による設計 

5.2 耐震性能 1 に対する橋の限界

状態 

5.3 耐震性能 2 に対する橋の限界

状態 

5.4 耐震性能 3 に対する橋の限界

状態 

5.5 地震の影響を支配的に受ける

部材の基本 

5.6 耐震性能の照査方法 

5.7 上部構造の落下防止対策 

× 

基準地震動Ｓｓの地震力に

よる耐震性を確保すること

から，上部構造の落下に至

ることはないと判断し省略 

6 静的照査法による耐震性能の照査方法 動的解析のため対象外 

7 動的照査法による耐震性能の照査方法 

7.1 一般 ◎ 

7.2 動的解析に用いる地震動 ◎ 

7.3 解析方法及び解析モデル ◎ 

7.4 耐震性能の照査 ◎ 

（一部◯） 

支承部の照査は事業者で実

施 

8 地震時になると不安定になる地盤の影

響 
◎ 地盤の支持性能を照査 

9 免震橋の耐震性能の照査 
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表 1（2） 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果 

【Ⅴ耐震設計編】 ◎：設工認で設計，◯：自主的に設計，×：未実施，＼：対象外 

10 鉄筋コンクリート橋脚の地震時保有

水平耐力および許容塑性率 
鋼製橋脚のため対象外 

11 鋼製橋脚の応答値及び許容値 

11.1 一般 
◎ 

基準地震動 Ss に対して照

査結果が許容値以下とする 11.2 動的照査法による照査 

11.3 鋼製橋脚の非線形履歴モデ

ル，降伏変位及び水平耐力

線形解析のため対象外 
11.4 鋼材及び鋼製橋脚に充てんさ

れるコンクリートの応力度-ひ

ずみ曲線並びに鋼材の許容ひ

ずみ 

11.5 構造細目 ◎ 

11.6 アンカー部の照査

12 橋脚基礎の応答値及び許容値 

13 液状化が生じる地盤にある橋台基礎

の応答値及び許容値 

14 地震の影響を受ける上部構造の応答値及び許容値並び

に上部構造端部構造 

14.1 一般 ◎ 

14.2 鋼上部構造 
◎ 

横構は補強しており構造細

目を満足している 

14.3 コンクリート上部構造

14.4 上部構造端部構造 ◎ 最大変位照査を実施 
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表 1（3） 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果 

【Ⅴ耐震設計編】 ◎：設工認で設計，◯：自主的に設計，×：未実施，＼：対象外 

15 支承部の照査 

15.1 一般 

◯ 
支承部の照査は事業者で実

施 

15.2 支承部の基本条件 

15.3 支承部のモデル化 

15.4 支承部の照査に用いる設計地

震力 

15.5 支承部の照査 

15.6 支承部の構造 

16 落橋防止システム 

16.1 一般 

× 

基準地震動Ｓｓの地震力に

よる耐震性を確保すること

から，上部構造の落下に至

ることはないと判断し省略 

16.2 桁かかり長 

16.3 落橋防止構造 

16.4 横変位拘束構造 

16.5 構造細目 
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表 1（4） 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果 

 

【Ⅱ鋼橋編】   ◎：設工認で設計，◯：自主的に設計，×：未実施，＼：対象外       

鋼橋編の記載内容 設工認の設計 補足 

1 総則 

 

照査と関連のない項目 
2 設計の基本 

3 許容応力度   

3.1 一般 ◎   

3.2 鋼材の許容応力度 ◎   

4 部材の設計 

 

4.1 総則 ◎ 

 

4.2 圧縮応力を受ける板及び補剛

版 
◯ 

主桁について車両荷重によ

る検討を事業者で実施 

4.3 軸方向と曲げモーメントを受

ける部材 

◎ 

 

4.4 孔あき板 

  

4.5 山形及び T 型断面を有する圧

縮部材 
◎ 

（一部◯） 

対傾構及び横構の検討は事

業者で実施 
4.6 引張山形鋼の有効断面積 

5 耐久性の検討   

5.1 一般 

× 

仮設構造物であり供用期間

中の維持管理を実施するこ

とから省略 

5.2 防せい防食 

5.3 疲労設計 

6 疲労設計  

6.1 一般 

× 

仮設構造物であり供用期間

中の維持管理を実施するこ

とから省略 

6.2 応力による疲労照査 

6.3 継手の疲労強度 

7 連結   

7.1 部材の連結 

◯ 
連結部の検討は事業者で実

施 
7.2 溶接継手 

7.3 高力ボルト継手 

7.4 ピンによる連結 
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（参考）4-6 

表 1（4） 道路橋示方書の記載内容と仮設耐震構台の設計の整理結果 

【Ⅱ鋼橋編】 ◎：設工認で設計，◯：自主的に設計，×：未実施，＼：対象外

8 対傾構及び横構 

8.1 一般 ◎ 

8.2 対傾構及び横構の構造 ◎ 

9 床版 

10 床組 

11 鋼桁 

11.1 適用の範囲 ◎ 

11.2 設計一般 ◎ 

11.3 フランジ

◎ 
構造細目を満足している 

既製品を使用 
11.4 腹板 

11.5 荷重集中点の構造 

11.6 対傾構及び横構 
◯ 

対傾構及び横構の検討は事

業者で実施 

11.7 ダイアフラム等による補剛 

11.8 そり ◎ 

12 コンクリート床版を有する桁構造 

構造が異なるため対象外 

13 トラス 

14 アーチ 

15 鋼管構造 

16 ラーメン構造 

17 ケーブル構造 

18 施工 
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